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日本の農業生産は、食料自給率の低下、後継者不足、農作放置地の増加など多くの問
題を抱えている。この状況において、着実にその規模を拡大している農業法人がある。
この農業法人は、いち早く農産物の品質管理にITを導入することにより、法人としての
ブランド化を果たすことができた典型的な事例である。 
現在、国内農業の自給率を向上させ、安全な農産物を妥当な価格で安定的に供給する
には、現在農業の構造改革が必要であり、その為には、他の産業と同様に企業としての
農業経営が求められている。 
一般的には、農業分野における IT の導入には課題が多い。本研究対象において、IT
の活用に成功した基盤は、単なる作業の効率化や管理機能の強化という観点だけでは無
く、農業生産者や関係者が持っている個々人の知識を集約し、集団としての新たな知識
として再構築するという企業知識創造の観点で説明できるのではないかと仮定して、検
証を行った。 
研究対象においては、製造業や流通業における先行事例と同様に、自らの企業集団の
構成員が保持する暗黙知を共同化(Socialization）し、暗黙知から形式知に表出化
(Externalization)させ、個々の形式知を連結化(Combination)し集団の形式知とする。
更に集団の形式知を個々人の暗黙知へ内面化(Internalization)していくという知識変
換の SECI モデルが適用できる。ここで最も大切なプロセスは、共有化（S）のプロセス
であり、構成員の身体的・精神的経験を共有化して、集団として進むべき方向性を合わ
せることが求められる。本文の研究対象では、「自社ブランドを確立し自社ブランドの
パッケージングで農産物を直接販売する」と言う共通の方針により構成員（生産者）の
意識を統一した。IT は、この SECI プロセスの中の表出化（E）・連結化（C）、更に内面
化（I）に有効なツールである。効率よく SECI モデルの知識変換スパイラルを回す事を
支援する。更に、情報公開や消費者とのコミュニケーションの強化といった成果も期待
できる。 
本事例研究の成果をもとに、農業分野における IT 導入の課題とその対処法、さらに
は、疲弊している地方の活性化について、地場産業の活用と IT が貢献しうるシステム
を提言する。 
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第1章 はじめに 
食料をめぐる国際情勢は、期末在庫の減少及び価格の高騰に見られるように非
常に厳しい状態になっている。さらに、日本の農業生産は、食料自給率の低下、
後継者不足、農作放置地の増加など多くの問題を抱えている。この状況において、
着実にその規模を拡大している農業法人がある。この農業法人は先進的に IT
（Information Technology）の導入を行っている。農業生産の抱える問題を解決
に導く一つの方策として、IT を活用して品質管理を行うことで差別化を図り、産
業の活性化につなげることが可能ではないかと考えた。 
本研究では、農産物の品質管理に IT を導入することにより、農業法人として
のブランド化を果たすことができた典型的な事例として、この農業法人の取り組
みを事例研究した。本研究では、売れる農産物を作るために、IT の活用に成功し
た基盤は何か、具体的な IT の活用法はどのようなものかに焦点を当てて、その
取り組みをまとめたものである。 
この結果をもとに、農業分野における IT 導入の課題とその対処法、さらには、
疲弊している地方の活性化について、地場産業の活用と IT が貢献しうるシステ
ムについて提言する。 
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第2章 研究の概要 
まず問題意識として、日本の農業がおかれている状況を調査した。結果として、
日本の農業は大きな岐路に立っていることが分かった。その解決策に、日本の製
造業や流通業の経験が大いに役立つと考えた。製造業や流通業で問題解決策の 1
つとして、IT の導入が行われている。 
本研究の目的は、IT の導入が農業分野にも十分に効果があるということを検証
しようとするものである。 
ここでは、ケーススタディの形態を取り、仮説を立てて、事例研究を通して検
証を行った。 
成長を続けるある農業法人を題材に、知識の創造という観点から IT の効果に
ついて検証を進める。 
 
2.1 問題意識 
農林水産省の資料1によると、世界の食料事情は期末在庫が年々減少しているこ
と、近年の穀物価格が急騰していることなど需給情勢が厳しい状態になっている
ことが分かる。その内容については補論として添付資料１に示す。 
このような世界食糧事情の中で自給率が低く輸入に頼っている日本の農業の現
状はどうであろうか？結論からいえば、食料自給率は 1%程改善したとはいえ
40%と低く、後継者不足、農作放置地の増加・・・など日本の農業の衰退が止ま
らない状況にある。 
 
                                            
1大臣官房食料安全保障課（更新：平成 20 年 10 月 14 日）海外食料需給レポート
（Monthly Report)（2008 年 10 月） 
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2.1.1 日本の自給率 
農林水産省の食料・農業・農村白書2によると日本の自給率は、40％そこそこで
ある。（図 2-1）。日本と同様に島国であるイギリスや高地で農業には条件が悪い
と思われるスイスでさえ、74%、61％と日本より遥か高い数値を示しており、日
本の自給率 40％は安全保障の観点からも危機的な状況にあるといえる。 
 
図 2-1 世界の主要国の自給率・日本の自給率 
 
2.1.2 政府の方針 
 このような日本の農業の状況を少しでも改善するために政府としては、2005
年(H17)3 月 25 日に新しい食料・農業・農村基本計画3が閣議決定された。その内
容については補論として添付資料２に示す。更に、2007 年(H19)年 4 月 4 日に、
                                            
2 平成 19 年度食料・農業・農村の動向 平成２０年度食料・農業・農村施策概要 
 
3 基本計画とは、1999 年に制定された「食料・農業・農村基本法」に基づき、10
年ごとに農政の基本を示し、5 年ごとに見直される。2004 年度が初回見直し。 
出典：農林水産省「新たな食力・農業･農村基本計画のﾎﾟｲﾝﾄ」
日本の自給率 
出典：農林水産省試算。カロリーベース。世界の食料
世界の主要国の自給率 
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食料・農業。農村政策推進本部4が発表した「２１世紀新農政２００７」より政府
が一体となって重点的に取り組む事項として下記をあげている。 
• 農林水産業の潜在能力を最大限発揮させ、21 世紀の戦略産業に育成 
• 国民が求めるおいしく安全な食料の安定供給の実現 
 これを実現するために幾つかの施策を挙げているが、その一つに「担い手を明
確にして、担い手への施策の集中化・重点化」がある。担い手とは、ある規模以
上の認定農家と農業生産法人を指し、「効率的かつ安定的な農業経営」を目指して
いる。特に、家族経営が主体だった農業から集団としての法人へとその構造を変
革することを推進している。 
 すなわち、農業の分野でも他の産業と同様に、企業としての農業経営が求めら
れる時代となっている。 
 
2.1.3 製造業・流通業における技術革新 
一方、製造業や流通業ではこの 10 年間の技術の変革は画期的である。特に製
造業においては、嘗て日本が得意とした「低プライス、画一製品」が中国・台湾・
韓国をはじめとする国々から大量に流入した。この海外からの脅威に対して 
日本のメーカーは、下記の手段で対応した。 
• 製品の高付加価値化・・・機能向上、品質向上、商品の多様化 
• 生産性の向上・・・・多品種少量生産、スピード追及、コスト削減 
• サービスの向上・・・ニーズの把握、顧客情報収集、クレーム処理 
 これを為し得た一因は、「情報の共有、蓄積、分析」機能にあった。その手段と
して最も効果的であった技術が、IT である。IT の最も得意とする、情報の共有・
                                            
4食料・農業・農村政策推進本部とは基本計画の着実な推進を図るために内閣に設
置された本部。構成員は、総理大臣及び関係大臣他。 
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蓄積・分析能力の発展により、大量の情報を迅速に低コストで処理できるように
なったと言える。その結果として、表 2-1 に示すような大きな技術革新が実現し
た。 
表 2-1 製造業における技術革新 
分野・製品 10 年前 今 
性能（コンピュータ） 
同一処理速度、メモリ容量 
大型コンピュータ 
50 億円 
パソコン 
5 万円 
通信 
写真 30 枚を転送 
電話回線・モデム 
4 時間、2,400 円/回 
従量制（接続時間課金）
光ファイバー 
1 秒、5,000 円/月 
使い放題（常時接続） 
品質 
不良率の単位 
％ 
(Parts Per Cent) 
（1/100） 
PPM 
(Parts Per Million) 
(1/1,000,000) 
機能 
携帯電話のｿﾌﾄｳｪｱ量 
10 万行 500 万行 
価格 
小型テレビ 
5 万円 5 千円 
配送 
家電 
2 週間 
在庫 １ヶ月 
１日 
在庫 数日分 
このように技術革新が進む中で「知識の創造性」を高めて企業経営に活用しよ
うという取り組みが行われている。 
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2.2 研究目的 
本研究の目的は、IT の導入が製造業や流通業と同様に、前節に示すように企業
経営としての農業の課題の解決策の 1 つとして、有効であるということを検証し
ようとするものである。 
特に、IT の持つ大きな効果としての効率化・省力化という観点では無く、知識
の創造という観点から IT の効果について検証を進める。 
 
2.3 研究手段 
 研究手段としては、まず先行研究の文献調査を行った。この先行研究と筆者
の問題意識を踏まえて、仮説の導出を行い、事例研究を通して検証を行った。 
事例研究の対象として、成長を続けるある１つの農業法人を選んだ。多くの事
例を調査して検証を行うべきであるが、経営に立ち入ることとなり調査のお願い
には多くのハードルがある。本研究では、顕著な事例から見地を抽出する手法を
用い推定のプロセスを含んでいる。 
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第3章 先行研究レビューと仮説の導出 
前章にも示したように、農業分野にも法人経営が必要な時代となっている。し
かしながら、個別の農家が集団としての農業生産法人になったからと言ってすぐ
に事業的に成り立つかと言えば、決してそんなことはありえない。そこには集団
としての強みを生かしていくことが必要である。すなわち、今まで培ったノウハ
ウを共有し、または捨て去って再構築していくプロセスが必要である。 
そこには、製造業や流通業の企業研究の先行文献が十分に役立つと考えた。 
 この先行文献調査と筆者の問題意識から仮説の導出を行った。 
 
3.1 先行文献調査 
本研究では、単なる作業効率化の取り組みでは無く、知識の集約、知識の創造
という観点に着目して、先行文献調査を行った。 
 
3.1.1  知識創造の理論 
 知識には、「暗黙知」と「形式知」がある5。暗黙知は、特定状況に関する個人
的な知識であり、形式化したり他人に伝えたりするのが難しい。一方、形式知は、
形式的・論理的言語によって伝達できる知識である。 
インプットとしての知識とアウトプットとしての知識をそれぞれ暗黙知と形
式知に分類すると 4 つの象限ができる。それぞれの間の知識変換（または移転）
を図示すると、図 3-1 に示すように、次の四つの知識変換モードが考えられる(野
中・竹中、1996)。 これを SECI モデル6と呼ぶ。 
                                            
5 マイケル・ポランニー（1966） 
6 野中郁次郎・竹内高弘「知識創造企業」東洋経済新報社、1996 年 
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• 共同化(Socialization）・・・・暗黙知から暗黙知へ 
経験を共有化すること。ビジネスにおける OJT(On-the-Job Training)は、
本原理をつかう。経験を共有化することにより、他人の思考プロセスに
入り込むことが可能となる。 
共同の例として、自動車会社や電器会社における製品コンセプトづく
りが挙げられる。ブレーン・ストーミングを通して、参加者の共通意識
形成が行われる。この段階では、暗黙知の共有であり明確な形となって
いない。 
• 表出化(Externalization)・・・暗黙知から形式知へ 
表出化は、暗黙知を明確なコンセプトに表す作業である。これは、暗
黙知がメタファー7、アナロジー8、コンセプト、仮説、モデルなどの形を
とりながら次第に形式知として明示的になっていくという点で、知識創
造プロセスの真髄である。あるイメージを概念化するとき、たいていは
言語を用いる。 
• 連結化(Combination) ・・・・形式知から形式知へ 
連結化とは、コンセプトを組み合わせて一つの知識体系を創り出すプ
ロセスである。この知識変換モードは、異なる形式知を組み合わせて新
たな形式知を創り出す。コンピュータ・データベースなどのように既存
の形式知を整理・分類して組み合わせることによって新しい知識を生み
出すことができる。学校における教育・訓練などがこの知識の形をとる。 
                                            
7 メタファーとは、あるものをシンボルとして思い描くことにより、別のものを
知覚したり直観的に理解したりする方法。 
8 アナロジーとは、二つの異なったものの間の「共通点」に注目することで、未
知の部分を減らす方法。未知の部分を既知の部分を通じて理解するのを助け、イ
メージと論理的モデルとの間のギャップを埋める。 
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• 内面化(Internalization)・・・形式知から暗黙知へ 
内面化は、形式知を暗黙知へ体化するプロセスである。それは、行動
により学習と密接に関連している。個々人の体験が共同化、表出化、連
携化を通じて、メンタル・モデルや技術的ノウハウと言う形で暗黙知ベ
ースに内面化されるとき、それらはその集団にとって非常に重要な財産
となる。形式知を暗黙知に内面化するためには、書類、マニュアル、物
語などの言語化・図式化されなければならない。文書化は、体験を内面
化するのを助けて暗黙知を豊かにする。 
図 3-1 SECI モデルによる知識創造プロセス 
組織においては、まず暗黙知の共同化が必要である。しかしそれだけでは、知識
創造としては限られている。共有化された暗黙知が形式知になり組織全体で使う
ことができなければならない。組織的知識創造とは、暗黙知と形式知が SECI モ
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デル各知識変換モードを通じて、絶え間なくダイナミックに相互循環することで
ある。このように知識変換スパイラルを回すことが企業の知識形成に不可欠であ
る。 
  
3.1.2  SECI モデルの事例 
 野村・竹内（1996）の文献によれば、製造業や流通業においては、表 3-1 に示
すように多くの事例が SECI モデルにより説明できるとしている。 
表 3-1 製造業・流通業における SECI モデルの事例 
知識創造プロセス 企業名 内容 
ホンダ 開発プロジェクトにおける「タマ出し会」と
呼ばれるブレーン・ストーミング合宿を実施。
この合宿は、複数の個人が身体的・精神的経
験を通じて調査を求める共同化のメカニズム
である。 
パナソニック 
（松下電器） 
ホームベーカリー（家庭用自動パン焼き器）
の開発において、美味しいホテルのチーフ・
ベーカーに弟子入り。チーフ・ベーカーの暗
黙知を観察・模擬・訓練によって共同化。 
共同化 
(Socialization） 
NEC 日本最初のマイクロ・コンピュータ・キット
（TK-80）のショウルーム兼サービスセンタ
ーBIT-INN を秋葉原に開設。製品開発前と市
場投入後の顧客との交流の場として、顧客と
の経験を共有化し、次の製品に生かした。 
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ホンダ 議論の過程で「クルマ進化論」という考えを
展開。ヒトのスペースを最大化する「マン・
マキシマム、マシン・ミニマム」というコン
セプトを創造。次期車種（トールボーイ）の
開発コンセプトに結実。 
表出化 
(Externalization)
キャノン パーソナル複写機（ミニコピア）のアルミ・
ビール缶を参考に低コストで使い捨ての感光
ドラムというコンセプトを創造。 
連結化 
(Combination) 
アサヒビール アサヒ・スーパードライの開発に当たり、
“Live Asahi for Live People”という会社の
グランド・コンセプトから「コクとキレ」と
いう明確で理解しやすい中範囲の商品コンセ
プトを販売部門と製造部門の製品開発協力に
よって作り上げて製品化を実現した。 
GE すべての顧客からの苦情や問合せを 1 ヶ所の
回答センターに集約、データベース化。開発
技術者が利用。 
内面化 
(Internalization) 
ホンダ ホンダや本田宗一郎の本の内容が組織の多く
のメンバーに共有されるとメンタル・モデル
となり、組織文化の一部となる。 
このように製造業や流通業では、集団の力を単なる作業効率化の取り組みでは
無く、知識の集約、知識の創造という観点から集約し集団全体の能力向上に用い
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ている。 
 
3.2 仮説 
 今回調査した農業法人においては、農業分野では先進的であるが、積極的に IT
を導入している。そこで下記の 2 つの仮説を立てて、その検証を行った。 
1. 仮説１  
年々事業拡大をしている農業法人では、その活動が前節で示した SECI モデ
ルの知識創造プロセスで説明できる。すなわち、農業も企業経営と捉えるなら
は、物を生産する製造業に近い。すなわち、「何を作るか」「どのように作るか
（品質管理）」という仕組みが完成されており、日々活動が SECI モデルに適合
した活動がなされているはずである。 
2. 仮説２ 
 前説にも示したように、IT の導入は形式知から形式知への変換モード（連結
化）に有効である。 
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第4章 仮説の検証：ある農業法人の取り組み 
前章に示すような仮説をもとに、高い成長率を示す農業法人について調査した。 
4.1 調査の目的 
 複数の農家が集合し農業法人を形成して、個々の今までのやり方を継承してい
ては成長を期待することは困難である。集団としての取り組みを実施して、集団
としての特徴を出していくことが求められる。すなわち集団としての知識創造が
求められる。  
 そこで前章に示した仮設を設定して検証を行った。 
4.2 調査対象と方法 
 表 4-1 に示す日程で、福島県須賀川市の株式会社ジェイラップ（以下 J-RAP
と記す）を対象に、フィールド調査とインタビューによる調査を行った。インタ
ビューは半構造化インタビュー方式で実施した。 
表 4-1 調査内容・日程 
時 期 調査対象 調査方法 備考 
2008 年 5 月
及び同年 11 月
代表取締役社長 
伊藤 俊彦氏 
インタビュー 2時間程度数日に分け
て実施 
同年 5 月～11 月 取締役品質管理部長 
 小林 章氏 
インタビュー 
現地調査（IT
利用内容など）
2 時間程度、1 回/月に
て実施 
2008 年 11 月 生産者 3 名 
氏名未公開 
インタビュー 約 3 時間 
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4.3 農業法人 J-RAP の概要 
 下記に調査した概要をまとめる。 
4.3.1 会社の概要 
 下記に、事例研究の対象とした農業法人の基本情報と事業規模の推移を示す。 
表 4-2 会社概要 
会社名 株式会社ジェイラップ 
代表取締役 伊藤 俊彦 
所在地 所在地 
TEL  
FAX 
福島県須賀川市泉田字作田１８－２ 
0248-62-5899  
0248-62-3060 
資本金 1,000 万円 
年商    20 億 
設立   1993 年 7 月 
主たる業務  玄米流通販売、白米製造販売、野菜販売、肉その他加工品流通販
売 
従業員  20 名 
支 店 
 
北関東支店（栃木・茨城）  茨城県坂東市山１493 
九州支店          熊本県熊本市長嶺東 2-25-2 
関連会社 農業生産法人稲田アグリサービス 
株式会社グリーンネットワーク（役員） 
e フード友の会（代表） 
コメ 白米、玄米 取扱商品 
野菜 きゅうり、ミニきゅうり、ほうれん草、ピーマン、なす、
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トマト、キャベツ、小松菜、白菜、チンゲン菜、ブロッ
コリー、レタス、小ネギ、にがうり 
果物 もも、なし、ぶどう、りんご、さくらんぼ、西洋なし 
加 工 品
など 
雑穀ミックス、ぬか床、からし味噌、切り餅 
図 4-1 事業規模の推移 
 
4.3.2 組織と企業概念 
 伊藤社長の話によれば、「自らが作った作物をなぜ自らが価格を決められないの
か?」「こんなに一生懸命農作物を作っているのに、もっと認めて欲しい。」という、
素朴な疑問から自らが生産法人を組織した。図 4-2 にその組織図を示す。 
事業規模の推移
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図 4-2 組織図 
 まず、伊藤社長が取り組んだことは、従来からの農協に農産物を集めて、市場
に出荷するという委託販売から、自らが直接消費者や流通業者に販売する直接販
売であった。これは今では珍しいことではないが 1995 年頃はかなり異例のこと
であった。 
 そして、その活動の中でたどり着いた結論が「ブランド化」であると伊藤社長
は語る。また、「食」を扱う集団として「安全で体に良いもの、おいしいもの」を
提供する為に何をなすべきかを常に模索しているとも言う。 
 その考えが経営理念として表 4-3 に表されている。 
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中でも「食のブランド化」を目指して、下記の取り組みを実施している。 
(1) 統一「ブランド名」の採用（コメ：稲田米、野菜：でんでん倶楽部、果実：
須賀川） 
(2) パッケージングは、自社で実施（流通途中での偽装防止にも貢献） 
(3) 厳密な生産ルールと記録、記録に基づいた生産指導 
(4) 更にコメについては、受入検査の充実（食味計、全自動自主検査装置など）、
天日乾燥、籾での保管、出荷直前での精米を実施 
このように、各生産者でバラバラに作られる農産物を「ブランド」に高める
ためには、集団として商品のバラつきをなくし安定した品質を確保することに
ジエイラップの経営理念 
z 自然の力を生かす。 
作物は天地からの贈り物。｢適地｣「適期」「適作」の思想と実践。 
z 農作物を「製品」に高める。 
製品化の象徴―パッケージと直接販売、食のブランド化 
z コメの頂点を極める。 
買取から発送まで一貫システム、高い食味を保障する技術と設備 
z 「人を」耕す。 
厳密な栽培ルール、生産農家の指導に欠かせない生産管理システム、活発
な勉強会や講演会活動。企業秘密に関わること意外は、情報もノウハウも
惜しみなく提供する。 
表 4-3 ジェイラップの経営理念 
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努めている。結果、図 4-2 に示すようにその規模を拡大している。 
 このようにして、組織が発展してくると生産者の少しのミスが集団として重大
な事故に繋がる可能性があり、築き上げたブランドイメージが一瞬にして崩壊す
る危険を有している。当然、管理にも人手が掛かりすぎて煩雑になる。これを少
しでも簡素化するために IT の導入を行った。 
 
4.3.3  IT 導入の必要性 
農業法人自らが語る IT の必要性と効果について、伊藤社長のインタビューをも
とに下記にまとめる。 
（１）「記憶から記録へ」の合言葉で、全生産者による記録を開始した。 
 従来から生産者は、自らの生産物に関してそれぞれの生産方法を持ってい
る。そこには、生産者のこだわりや先人からの教えが生かされている。まれ
には間違った思い込みも存在する。 
先に示したように一つの統一したブランドを確立するためには、統一した
品質が必要となる。そのためには統一した生産方式を確立する必要がある。
生産者それぞれがバラバラな作り方をしていては統一した品質の生産物がで
きない。しかし、「このように作れ」と命令することは出来ても、その徹底は
難しい。生産者自らが自覚して、行動（栽培）することが求められる。その
為には、個々の生産者の違いを明確にする必要があった。そこで、生産記録
を紙につけることから始めた。しかし、伊藤社長の表現を借りると「ペンは
鍬よりも重い」であり、全員が完璧に記帳することには至らなかった。 
（２）「何の為の記録か」という疑問に突き当たる。 
生産記録の徹底の失敗で、「何の為に記録を取るか？」という疑問に突き当
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たった。伊藤社長は、現在の「食品トレーサビリティ」に対して、 
• 売るための手段としてしか見られていない。 
• 「商品の宣伝」のためだけに「トレーサビリティ」が利用されている。 
• 売るための道具なのか？ 
• 生産者には「やらされ感」だけが残る。 
• 本当に正確なデータが収集されているのか、販売者に言われるから、
「そのように書いておけ」という事になっているのではないか。 
など、多くの疑問があると指摘している。まさに、これが当時の生産者の感
覚であったと言う。 
（３）自らの為の記録が必要である。 
 生産者との話し合いの中で、「生産者にとって何が必要なのか」と検討を重
ねた。結果、生産者「自らの為に役に立つ記録」すなわち、「次の生産計画を
企てたくなるような記録」でなければならないと結論付けた。 
 しかし、そこには多くの克服しなければならない課題があった。 
              
（４）システムを自作 
先に示したように、生産管理の導入には、まず「簡単に作業記録が取れる
こと」。更に「集団として共有化できること」「次の生産に行かせる詳細な情
報を残せること」が必要不可欠であった。この要求を満たす為には、紙での
記録では不十分であり、IT を使った新しい管理方式が必要であると考えたと
いう。 
しかし、このシステムを検討した 1998 年頃そのような要件を満たす市販
のシステムは存在しなかった。 
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 そこで自らの手で自作することにした。これを担当したのが、小林部長で
ある。 
 
4.3.4  IT に求められること 
 小林部長によれば、その時の新しいシステムの開発コンセプトとして、 
• 栽培技術・品質向上の為のシステムであること 
• 入力の簡単なこと 
• 情報の分析・情報の共有が可能であること 
をあげ、5 年かけてシステムを開発した。 
  結果として、下記の成果を挙げている。 
• データ化された情報は、あらゆる分析の為の資料となる。 
• 気象と病虫被害との関係、収穫量と栽培作業との関係など、次年度の
作付け計画の基礎資料として分析し、共用化できる。 
• さらに毎年データが追加されていくことにより、より信頼できる情報
となる。 
• 農薬の使用基準や部会基準のチェック機能も働き、生産者の過失を未
然に防ぐことにも役立っている。 
 とかく管理することが中心となりがちな IT システムを情報の共有を目的にし
た事により、使う人に受け容れ易いシステムとなっている。9 
                                            
9添付資料３を参照のこと 
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4.3.5  IT システムの事例 
 下記にその一部の機能を記す。図 4-3 が自主開発した「ねっと ing」と呼ばれ
るシステムの起動時のトップ画面である。多くの機能が盛り込まれている。 
 
 図 4-3 自主開発した「ねっと ing」のトップ画面 
 
このシステムは、圃場ごとに作業記録を残せるようになっており、農家の圃場毎
の生産性に言及できるように考慮されている。また、圃場の流動化に備え、生産
者の老齢化などにより離農した場合でも、その圃場の施肥記録や土壌分析の記録
と供に、新しい借り手や所有者に圃場を受け継ぐことができるなどの生産者なら
ではの配慮が感じられる。図 4-4 が圃場管理画面である。 
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図 4-4 ねっと ing の圃場毎の管理 
 
図 4-5 が作業管理画面である。1 つの画面で作物・作業者・作業内容・作業場
所・使用資材・使用機材・使用機械・天候・気温などが一括入力でき、管理され
ている。 
図 4-6 が出力帳票の一例である。作物ごと、圃場ごとに、作業量、使用資材が
わかる。また、農作物の出来ばえが分かる為、他のデータと比較することにより
栽培方法の違いによる品質への影響が分析できるようになっている。 
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図 4-5 ねっと ing の作業画面 
 
図 4-6 ねっと ing の出力帳票の例 
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 さらに販売価格との比較により、農作物ごと、圃場ごとの作業量および作業量
を人件費に換算した金額、使用機材の金額などを考慮してきめの細かい経営デー
タとすることが出来る。また、使用機材の稼働率、病虫害と天候・気温との関係、
農薬の効果、肥料などの資材の土壌成分の変化への影響といった経営情報を蓄積
することが可能となった。これらを次年度の栽培計画の立案に生かしている。 
システムの構築に当たって考慮したことやその後のシステムの発展について
は、補論として添付資料３に示す。 
 
4.4  仮説に対する検証結果 
前章で示した仮設を調査結果と照合しながら検証する。 
4.4.1  仮説１ SECI モデルの知識創造プロセスの適用 
結論から先に述べると仮説１は正しい。 
すなわち、年々事業拡大をしている農業法人では、その活動が SECI モデルの
知識創造プロセスで説明できる。表 3-1 にその対応をまとめた。 
表 4-4 ジェイラップにおける SECI モデルの事例 
知識創造プロセス 実施例 内容 
共同化 
(Socialization） 
勉強会とブラ
ンド化 
経営理念に示すように、製品化の統一した商標
とパッケージを示すことにより、ブランドイメ
ージを育てたこと。また勉強会を頻繁に行っ
て、複数の個人が身体的・精神的経験を通じて
暗黙知の共同化を進めている。これにより構成
員がみな同じ方向性を見出している。 
表出化 企業理念 企業理念という形にまとめることにより、暗黙
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知をより具体的な形式知へと変換している。 (Externalization)
IT による記
録 
IT を使って記録するという行為により、個々
が持っているノウハウを効率よく形式知へ変
換している。 
連結化 
(Combination) 
IT による情
報の蓄積、共
有化および分
析 
IT を活用することで、個々の暗黙知が形式知
として蓄積され、比較・分類されることにより、
形式知が連結される。本来、1 回／年しか経験
できない栽培も複数の経験を共有化すること
により複数の経験を実施したのと同様の効果
を得ることが出来る。まさに IT の最も得意と
するところである。 
調査対象の J-RAP においては、作物の良し悪
しを評価する基準を明確にして、生産物をラン
ク分けしている。上位にランクされる生産者は
毎年ほぼ変わらない。同様に下位にランクされ
る生産者もほぼ固定である。このことから、下
位の生産者には、上位の生産者の生産記録を参
考に栽培することを推奨する。また、生産記録
を元に生産者同士で反省会を行う。 
このようにして、生産ノウハウを共有化してい
く。結果として、ブランド化された生産物の評
価が上がり、農産物の拡販につながるという、
正のループを形成していく。 
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内面化 
(Internalization) 
栽培の実施 連結化によって得られた栽培のノウハウはそ
れを実際に栽培することにより、形式知から
個々の生産者の暗黙知へと昇華していく。 
IT を使用して、栽培計画を作成する際に各種
のガイダンスを出すことにより、集団で取り決
めた基準値や作業要領を表示し、栽培作業の助
けとすることができる。 
また、上記のサイクルを毎年毎年回すことにより更に次のステップへ進んでい
くと考えられる。 
このように製造業や流通業と同様に、集団の力を知識の集約、知識の創造とい
う集団全体の力へと集約することが可能となっている。 
 
4.4.2  仮説２ IT の導入は連結化に有効 
 結論から述べると仮設 2 は正しい。すなわち、IT の導入は形式知から形式知へ
の変換モード（連結化）に有効である。 
4.3.4 及び 4.3.5 に示すように、データ化された情報は、下記に示すような各種
の分析に利用される。 
＜情報分析の例＞ 
• 気象と病害虫の関係 
• 収穫量と栽培作業の関係 
• 品質と施肥との関係 
• 作業時間や使用した資材の量と売上げとの関係 
• 作付け品目や作付け量と売上げとの関係 など。 
30 
これらは、次年度の作付け計画の基礎資料となる。更に毎年データを蓄積する
ことにより信頼できる情報になる。 
 
ここで 1 つの疑問が生じる。表 4-4 に示すように、表出化と内面化にも IT が
使用されている。他のプロセスでの IT の有効性は、考察の章で論ずる。 
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第5章 考察 
前章に示すように、農業分野においても、IT の導入に成功している事例もあり、
その有効性は認識されている。しかし実際にいざ導入となると二の足を踏むケー
スが多い。ここでは、前章をもとに更なる考察を行う。 
 
5.1 SECI モデルの連結化以外での IT の効果性 
前章の仮説に対する検証結果で述べたように、連結化(Combination)以外の項
目でも、IT は利用されている。 
伊藤社長のインタビューにも示すように、連結化の以前に暗黙知から形式知へ
の知識変換モード（表出化：Externalization）が必要であり、IT の導入は、こ
の表出化にも有効である。ただし、この実現が非常に難しいと伊藤社長は語って
いる。詳細は、添付資料３を参照のこと。 
更に、内面化(Internalization) にも有効である。栽培計画を作成するときや実
際に栽培するときに、IT を使用して適切な各種のガイダンスを出すことにより、
集団で取り決めた基準値や作業要領を意識せずに守ることになる。これにより集
団としての品質確保が出来ている。 
適切なガイダンスの表示がノウハウであると伊藤社長はインタビューで答えて
いる。 
すなわち、創意工夫やノウハウにより適正な入力画面やガイダンスを出すシス
テムを構築しなければならないという条件付ではあるが、IT は、SECI モデルの
表出化（Externalization）及び内面化(Internalization) にも有効であると言える。 
 上記の結論を図示すると、図 5-1 となる。 
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図 5-1 SECI モデルにおいてＩＴが有効な範囲 
 
5.2 IT 活用の中心は生産管理システム 
更に、伊藤社長及び小林部長のインタビューに示すように、IT 導入の目的は、
「生産者自らの為に役に立つ記録」すなわち、「次の生産計画に役立つ記録」であ
り、「簡単に作業記録が取れること」そして「集団として共有化できること」更に
「次の生産に行かせる詳細な情報を残せること」が必要である。 
このように農業分野のＩＴシステムの中心は、生産管理システムであり、蓄積
された情報は、貴重な宝である。（図 5-2 を参照） 
更に生産管理システムの副次的効果として、他のシステム（トレーサビリティ
ーシステム、川下への情報公開、川下からの問い合わせに対する回答、消費者と
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のコミュニケーションシステム、Ｗｅｂ販売システム 等）に発展していくべき
であると考える。 
・  
図 5-2 生産管理システムが中心 
 
5.3 農業分野における IT 導入の課題と解決策（提案） 
 第 2 章にも示したように、政府も産業としての農業の確立を目指して各種の施
策を実施している。特に、農業の法人化を推進していく方針である。 
農業法人に求められることは、会社としての農業経営である。すなわち、工業
と同様に「物を生産する企業」に求められることは、安全で機能的な製品を供給
することと健全な企業経営を行うことである。 
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5.3.1 IT 導入の課題 
しかし、現在の農業分野には下記に示すいくつかの弱点がある。 
① IT の人材不足 
総務省の資料10によると、農業分野においてもパソコン保有率は高く、
十分にパソコンが使える環境にあると言える。詳細は、添付資料４に示す。 
しかし、企業として IT を利用する場合、単にパソコンを使うという環
境よりもう一歩踏み込んだサーバやネットワークを管理することが求めら
れる。ある程度の規模の企業では、情報処理部門を有しておりサーバの管
理やネットワークの管理に人を投入することができるが現状の農業分野に
おいては十分な人材を有していない。 
② 情報インフラの遅れ 
特にネットワーク環境においては、高速のネットワーク環境の整備が都
市部に比較して遅れている。詳細は、添付資料４に示す。 
③ 資金不足 
現状では、農業分野の法人化はその一歩を歩み始めた程度であり、高額
な情報機器やシステムを導入することは難しい。更に導入したシステムを、
維持していくことは難しい。 
 
5.3.2  解決策 
 そこで、インターネットを利用した共同利用型のシステムを提案する。高額な
サーバシステムの導入・構築や手間のかかるシステムの維持（データバックアッ
                                            
10 総務省情報通信政策局総合政策課情報通信経済室（H20.4.18）平成１９年「通
信利用動向調査」の結果 
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プなどの日々の運用管理）は、専門スタッフがシステムセンターで一括して行う
ことにより、利用者にはシステムを共同で利用でき、安全で高機能のシステムを
安価に利用できる。 
 このシステムには、下記に示す機能が求められる。 
• 簡単な作業計画と作業履歴入力 
• 生産管理手法（たとえば GAP）の導入 
• 農薬管理機能の充実 
• 帳票機能と情報公開機能の充実 
• 生産者とコミュニケーション機能の実現 
• インターネットによる農産物の販売 
 
5.3.3  簡単な作業計画・履歴入力 
 本システムの主眼である企業としての農業経営を実現するために、計画機能を
重視すべきである。栽培のリーダーにより、生産計画を立案し、計画に則した生
産を行う。その結果を検討し更に次の栽培に生かす。典型的なマネージメント手
法である PDCA サイクル（Plan-Do-Check-Act cycle）を意識した機能であるべ
きである。 
 計画を立てることにより、前年度との比較、農薬の事前チェックが可能となり、
実績の記録も簡単になる。 
 
5.3.4  生産管理手法（たとえば GAP）の導入 
 企業として自分自身の身の丈にあった生産管理手法、たとえば GAP（Good 
Agricultural Practice：適正農業規範）に準じた又は参考とした独自の管理手法を
36 
導入できるようにする。 
例えば、生産に係る各種管理マニュアルや各段階の作業を簡単に記録する機能
を提供する。資材（特に農薬）は購入、使用、棚卸・廃棄といったサイクルを記
録し、安全な農産物作りに心がける。結果として、消費者や他の団体からの問合
せにも素早く対応でき、信用拡大に効果がある。 
更に、常に作業を見直し、効率的且つ安全に、環境負荷の低い農業を目指すこ
とを支援する機能を有することが必要である。 
  
図 5-3 管理手法の導入 
 
5.3.5  農薬管理機能の充実 
 2003（H15）年 3 月 10 日から改正農薬取締法が施行された。その背景には、
2002（H14）年 7 月末以降、一部の業者が、登録のない農薬を輸入、販売してい
た事態が発覚、同年末まで 44 都道府県で約 270 の業者が約 4,000 戸の農家に 10
種類の無登録農薬を販売したことが判明している。この結果、消費者の国産農産
物への信頼を著しく損なっただけでなく、農作物の出荷自粛等の事態を招いた。 
この法改正の中で、①無登録農薬の製造及び輸入の禁止、②輸入代行業者によ
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る広告の制限③無登録農薬の使用規制の創設④農薬の使用基準の設定⑤法律違反
の罰則の強化が行われた。特に⑤はそれまで使用者には課せられなかった懲役刑
が新たに加わり、罰金の額も 3 万円以下から、100 万円以下に大きく変更され、
農薬の使用に関して使用者の責任がより明確となった。 
その後更に、2004（H16）年６月２１日省令改正（農薬取締法施行規則を一部
改正する省令）で「有効成分ごとの総使用回数の明確化」、2005（H17）年５月
２０日省令改正(6 月 21 日施行)（農薬使用基準省令を一部改正する省令）で「指
定種苗への農薬表示に伴う総使用回数の明確化」などの改定が行われている。 
このように使用者に重い義務が課せられている。 
そこで、農薬を使用する前に、すなわち計画段階から、生産者グループ毎に国
の基準を遵守する自らの基準を作成し、管理できる仕組みを提供する必要がある。 
 
図 5-4 農薬管理機能 
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5.3.6  帳票機能と情報公開機能の充実 
 前項にも示したように、生産の過程で蓄積された情報こそが生産者にとって宝
物である。この宝物の使い方の一つがお客様（消費者、流通業者、加工業者など）
に対する情報公開である。 
 特に、流通業者からの問合せは、それぞれ自企業に都合の良い独自のフォーマ
ットで情報を要求されるケースが多い。すなわち、複数の出荷企業がある場合、
生産者はほぼ同じ内容を複数のフォーマットに書き写す必要性がある。また、近
年、トレーサビリティという言葉がもてはやされているが、他人から要求された
トレーサビリティの為の記録は生産者にとっては新たに煩わしい作業が 1 つ増え
たとしか受け取られていない。他人から強制された記録に真の信憑性があるのか、
疑問視する向きもある。トレーサビリティや情報公開の為の記録ではなく自らの
生産の向上の為の記録すなわち生産管理の記録から必要な情報を抜き出して、フ
ォーマット変換する機能が求められている。 
 更に一歩進めば、生産者自らが情報を積極的に公開することも可能である。イ
ンターネットを利用して情報を開示することは、他の媒体に比べて安価で効率的
な情報公開手段となっている。生産者自らが情報を発信することは、生産者の自
信の表れであり、お客様からの信頼確保に繋がる。 
 更に、位置時間証明などのインターネット上の認証機能と組み合わせる事によ
り産地偽装や出荷時間証明・鮮度証明などの付加価値を付けることも可能である。 
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図 5-5 情報公開の例 
 
5.3.7  生産者とコミュニケーション機能の実現 
 生産者にとって、消費者のニーズをつかみニーズにあった農産物作りをするこ
とは重要である。しかし、遠方の消費者とコミュニケーションをとることは難し
いことである。しかし現在は、ブログに代表される SNS（Social Network Service）
が気軽に利用できる状況にある。この機能を利用して、生産者と消費者のコミュ
ニケーションを図ることが可能である。生産管理とその発展である情報公開機能
のようにいわば硬い情報ではなく、素直な生産者の感想や日々の生産活動の写真
など直接消費者に訴え、柔らかい情報の発信が可能である。また、消費者からの
反応を知ることが出来ると考える。 
 その結果として、生産者と消費者の信頼関係が構築でき、予約販売が出来る仕
組みを構築できれば、生産者も安心して生産に打ち込む事ができ、消費者も安心
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して農産物を購入できる仕組みが構築できる。 
 更には、生産量が少なく流通に乗らないような特産物や旬の時期が短く輸送に
耐えないものなど今までは商品として扱われなかった農産物に商品価値を付ける
ことが可能となる。 
 
図 5-6 生産者と消費者のコミュニケーションの充実 
 
5.3.8  インターネットによる農産物の販売 
 やはり丹精こめて栽培した農産物を少しでも有利に購入していただく必要があ
る。その為にインターネットを利用した販売システムが必要である。中間流通で
の価格上昇を抑え、生産者にも消費者にもメリットのある販売システムの構築が
必要である。 
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しかし、インターネットによる販売は、運送上の課題から、日常品として毎日
の数十円から数百円の野菜などを少量購入するのには不向きである。やはりこだ
わりの農産物、希少な農産物で多少高価なものに対象が限られる。 
インターネットの場合相手が見えないこともあり、信憑性に相互に不安を抱え
ている。前節に示したようなコミュニケーションや情報公開、更には、実際の生
産現場の公開や説明会・交流会・農作業体験などを通して相互理解することが大
切である。 
 
図 5-7 インターネットによる農産物の販売 
 
5.4  懸案事項 
 このように多くの機能を実現したシステムを提案できる。では誰が主体となっ
てこのシステムを構築していくべきであるか？ 
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 将来に渡って永久にシステムを発展及び維持管理していく必要がある。その為
には、正当な収益を確保する必要がある。また、利用者である生産者の現実の声
を集約して機能強化を図ることも重要である。更に、公平なサービスを提供する
ためにも特定の系列の団体が主体となっては成り立たない。やはり、利用者であ
る農業の生産者自らが図 5-8 に示すような共同利用の協議会を立ち上げること
が最善である。システム運用の費用も協議会全体で負担するような体制が必須で
ある。 
その協議会には、栽培指導や流通関係、情報化セキュリティーなどの IT の各
専門家の参画を仰ぐ必要もある。この協議会の設立が懸案事項である。 
 
 
図 5-8 共同利用システムの構築の課題 
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第6章 おわりに：提言 
 本研究の結論は、次のようにまとめられる。 
 食料をめぐる国際情勢は楽観を許さない状況にある。必要な食料を海外から安
価な価格で確保できる時代は終焉を迎えようとしている。国内農業の自給率を向
上させ、安全な農産物を妥当な価格で安定的に供給するには、現在農業の構造改
革が必要であり、農業を魅力ある産業へ育成することが必要である。 
その為には、他の産業と同様に企業としての農業経営が求められる。企業として
の農業には、従来の農業生産者や農業に携わる関係者が持っている知識を集約し、
新たな知識の創造が切り札となる。 
 自らの企業集団の構成員の持っている暗黙知を共同化(Socialization）し、暗黙
知から形式知に表出化 (Externalization) させ、個々の形式知を連結化
(Combination)し集団の形式知とする。更に集団の形式知を個々人の暗黙知へ内
面化(Internalization)していくという SECI モデルを絶え間なく循環していくこ
とが必要である。ここで最も大切なプロセスは、共有化のプロセスであり、構成
員の身体的・精神的経験を共有化して、集団として進むべき方向性を合わせるこ
とが求められる。本文の調査対象である J-RAP は、「自社ブランドを確立し自社
ブランドのパッケージングで生産した農産物を直接販売する」という共通の方針
により構成員（生産者）の意識を統一した。IT は、この SECI プロセスの中の表
出化（E）・連結化（C）、更に内面化（I）に有効なツールである。効率よく SECI
プロセスの知識変換スパイラルを回す事ができる。更に、知識の創造以上の成果
も期待できる。良いツールなくして産業の発展はありえない。良いツールを最適
な条件で使用できるように、使用する側を中心とした組織化も必要である。 
44 
 更に、東京一極集中の弊害や地方産業の疲弊が問題化している。都市部と農漁
村の交流を促進しようという働きかけも始まっている。 
 地方の活性化と農業の活性化は深いつながりがあり、高度成長期のように大規
模な土地開発によって工業団地や流通団地を造成し、企業を誘致するといった政
策は時代遅れのものとなってしまった。 
 更には、図 6-1 に示すような農業の持つ多面的機能11が認識され、農業や漁業
といった一次産業がもう一度見直される傾向にある。 
 
図 6-1 農業の多様な役割と多面的機能 
  
                                            
11地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的な機能の評価について（答
申)          日本学術会議    2001 年(H13)11 月 1 日 
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今後は、その地方自らが持つ魅力を再発見し、産業の育成に努めることが必要
である。物見遊山としての温泉・観光だけでは物足りなり熟年層や今後を担う若
年層に対して、その地域の自然・歴史・文化を共通化してその地域のファンにな
ってもらい、リピータを増やすような活動が必要である。その地域において見慣
れた光景も、単なる農作業も都市部の人から見れば新鮮であり、その起源やなぜ
そのような作業が必要なのかを説明するだけでも文化の継承となる。そこには相
互のコミュニケーションが発達し、農産物を始めとする地域の物産を安心して購
入して頂けるような関係が構築されることにもなる。遠隔地を繋いで、情報を発
信し、初めて訪れた土地の特徴を分かり易く説明する。情報を共有し、コミュニ
ケーションを支援するなど IT の持つ特徴を生かして、地方活性化を支援する IT
のシステムの提案を図 6-2 に示す。 
 
図 6-2 地域活性化のための IT システム（例） 
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本システムは、将来に渡って維持・継続できるシステムでなくてはならない。
運営や基本的な考え方を、補論として添付資料５に示す。 
今後、より広範な先行研究や事例調査を参考に、本研究の知見をさらに発展さ
せていくことが、筆者の課題である。 
また更に、IT の持つ「表出化（E）・連結化（C）、内面化（I）」を有効に支援
できる特徴を生かして、具体的な農業 IT 化や地域活性化の為のシステムの構築
に携わることが筆者の目標である。 
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添付資料１ 世界の食糧事情 
1. はじめに  
世界の食料事情について、農林水産省の各種資料から食料需給状況と穀物価格
の推移を調査した。特に期末在庫が年々減少していること、近年穀物価格が急騰
していることに注目した。  
更にその原因の一部である人口と食料需要の質の変化について、分析を行った。 
2. 食料をめぐる世界情勢  
 まず、期末在庫および穀物価格の変化を下記に示す。  
2.1. 世界の食料需給状況と穀物価格  
最近の食料需給の状況を農林水産省の資料1を基に図  1 にグラフ化した。更に
図中の期末在庫率（期末の在庫量と年度の消費量の率）を３次曲線で近似した線
を追加した。  
                                                
1 大臣官房食料安全保障課（更新：平成 20 年 10 月 14 日）海外食料需給レポート
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図  1 世界の食糧需給  
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これを見ると世界の食料需給情勢が厳しい状態になっていることが分かる。  
 また同資料によると図  2 に示すように、世界の農産物の価格も高い水準が継
続している。  
3. 原因分析  
 上記の動向の大きな要因として、下記が挙げられている。  
(1) 途上国を中心に世界人口が増加と食料需要の質の変化  
(2) バイオ燃料の需要が増大  
(3) 世界各地で異常気象が頻発  
ここでは上記(1)について、分析を行った。  
 
3.1. 世界の人口推移  
 図  3 に総務省統計局の資料2を基に、世界の人口の推移をグラフ化した。こ
                                                                                                                                                 
（Monthly Report)（2008 年 10 月）  
2 総務省統計局平成 20 年３月発行 世界の統計 2008 年版  
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図  2 農産物の国際価格の動向  
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れを見ると現在の世界の人口は約 65 億人（2005 年）で、2050 年には現在の
1.4 倍の約 92 億人に達すると予想されている。特にアジアやアフリカ地域での
人口の増加が大きい。  
世界の人口の推移
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図  3 世界の人口の推移  
 また、同資料から人口の多い国の 1997 年から 2007 年までの 10 年間の変化を
図  5 に示す。特に人口が多い中国とインドの動向が世界の食料事情に与える影響
は大きいと予想される。  
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3.2. 食料需要の質の変化 
畜産物、油脂、水産物の需要は、食文化、宗教、気候・風土などにも左右さ
れるが一般には所得水準の向上に伴って増加する傾向にある。また、畜産物１
Kg の生産に要する穀物量は、表  3-1 に示すように穀物をそのまま食すよりも
数倍の量を必要とする  
 
表  3-1 畜産物 1Kg の生産に要する穀物量  
畜産物  必要穀物量  
牛肉  11Kg 
豚肉  7Kg 
鶏肉  4Kg 
鶏卵  3Kg 
ここで世界の食糧事情に大きな影響を与えるであろうと予測される人口大国
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図  4 1997 年と 2007 年の 10 年間の人口が多い国の人口変化  
 添付資料 1-5 
である中国とインドの畜産物の需要と GDP の推移を農林水産省の資料3から、
図  6 と図  7 にグラフを示す。これらの資料からも分かるように、人口の増加、
所得水準や嗜好の変化により、農産物の需給の逼迫が加速すると予想される。
更にここでは触れていないが、バイオエタノールの需要、天候不順や地球温暖
化が影響すると考えられている農産物の不作など、穀物価格を引き上げる要因
は多く、食糧の多くを海外に依存している日本の現状は決して楽観できるもの
ではない。  
 
                                                
3 農林水産省 平成 19 年 11 月「食料をめぐる国際情勢とその将来に関する分析」
－国際食糧問題研究会報告書―  
図  5 インドの所得水準と畜産物の需要の推移  
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4. 終わりに  
このように、世界の食料事情は、人口の増加や所得水準の変化による需給の質
の変化（畜産物への移行）は継続すると考えられる。  
しかし一方、単位面積当りの収穫量は確実に増加しているものの、水資源の不
足などによる不作の状況が続いており、急激な収穫量の増加は見込めない。  
結果的に期末在庫が減少し、穀物価格が高い状態が続くと予想される。  
図  6 中国の所得水準と畜産物の需要の推移  
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添付資料２ 政府の取組み  
 
1 はじめに  
 2001 年（平成 13 年）の BSE 発生およびその後相次いだ食品偽装の報道に
より、消費者はそれ以前に増して、食品の安全に関心を示すようになった。  
 政府も図  1 に示すように多くの法改正を行い、食品の安全に関する取組みを
進めている。  
 
 
図  1 食品案善意関わる法改正  
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2 食料・農業・農村基本計画  
 食料・農業・農村基本計画（以降、基本計画と記す）とは、1999 年（平成
11 年）に制定された「食料・農業・農村基本法」に基づき、今後 10 年の農政
の基本を示すものであり、5 年ごとに見直しを行うとされている。2000 年（平
成 12 年）3 月に最初の基本計画が策定された。今回は最初の見直しであった。
今回、2005（平成 17 年）年 3 月 25 日に閣議決定された新しい基本計画は、次
の各章から成り立っている。  
＜食料・農業・農村基本計画の目次＞  
第 1 章 食料、農業及び農村に関する施策についての基本的な方針  
第 2 章 食料自給率の目標   
第 3 章 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策   
第 4 章 施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項   
 
内容を筆者なりに要約すると、下記の通りである。  
「日本の農業は、自給率 40%が示すように危機的な状態であり、農業の継続的
な担い手を直接支援し、安全・安心な食料を安定的に供給できる環境に配慮し
た農業の発展を目指す。」  
 更にこの基本計画を受けて、 2007 年（平成 19 年）4 月 4 日に食料・農業・
農村政策推進本部（首相を本部長に農林水産大臣を始めとする関係閣僚からな
る）により決定された「21 世紀農政 2007（平成１９年４月４日）」では、政府
一体となって重点的に取り組む事項として、下記の 2 点を挙げている。  
   ・農林水産業の潜在能力を最大限発揮させ、21 世紀の戦略産業に  
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・ 国民が求めるおいしく安全な食料の安定供給の実現  
 これをまとめると、図  2 のようになる。  
 
 
図  2 政府の方針  
 この 21 世紀農政 2007 のポイントを図  3 と図  4 に示す。その中で、筆者が
特に興味を持った項目は下記であった。  
(1) 国内農業の体質強化  
(2) 担い手への施策の集中化・重点化  
(3) 食品の安全と消費者の信頼の確保に向けた取組の充実  
(4) 食料供給コストの削減  
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図  3 21 世紀新農政 2007 のポイント  
 
図  4 21 世紀新農政 2007 のポイント（続き）  
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2.1 国内農業の体質強化  
 農地の「利用」を担い手にまとめて再配分する仕組みの構築など農地政策
を抜本改革して、農業の構造改革を行うとしている。  
 その上で、担い手が創意工夫を活かせる魅力ある農業経営の確立を行うと
して、具体的には次の政策を挙げている。  
  ○  担い手への施策の集中化・重点化（2.2 参照）  
  ○  農地政策改革  
面的な集約を促進、農地の「利用」をまとめて再配分する新たな
組織を構築  
  ○  食料供給コストの削減  
  5 年で 2 割削減 ,卸売市場改革や物流効率化  
  ○  イノベーション・知的財産の力による農業の潜在的な力の発揮  
 IT を活用した新たな農業生産技術など革新的な技術開発を推進
し、生産性・品質の向上等を加速  
 
 このようにして、農業の構造改革を行うことにより、農家の数について、
図  5 に示すように、平成 16 年時点の 293 万から平成 27 年時点で 210 万～
250 万に減ると予想し、逆に法人化を促進し、個々の規模の拡大を目指して
いる。  
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図  5 農業の構造改革の展望  
 
2.2 担い手への施策の集中化・重点化  
 2006 年（平成 18 年）6 月 14 日に成立した「担い手経営安定新法（農政改革
関連三法の 1 つ）」正式名：農業の担い手に対する経営安定のための交付金の
交付に関する法律において、経営所得安定対策等大綱が決定され、図  6 に示す
ように、3 つの補助が「農業の担い手」に直接行われる事になった。  
 担い手とは、都道府県が認めた一定上の規模の農家と農業生産法人および生
産法人を目指す集落営農組織（地域の農家の集合組織）である。  
 その補助の条件には、生産に関わる情報の保存（生産管理）や経営管理の合
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理化が求められている。また、資源や環境への配慮も含まれている。  
 
 
図  6 経営所得安定対策等大綱  
2.3 食品の安全と消費者の信頼の確保に向けた取組の充実  
 21 世紀新農政 2007 の第 3 章（Ⅲ）には、「国民の視野に立った食料政策の
展開」を推進するとしており、「生産から食卓まで的確な工程管理を実施→食品
の安全と消費者の信頼を確保」としている。  
方策として、下記の表現で GAP（Good Agricultural Practice)の導入を挙げ
ている。  
  ○  食品の安全と消費者の信頼の確保に向けた取組の充実  
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 GAP(農業生産工程管理手法）等の導入により、生産から食卓まで的
確な工程管理を実施  
  
 現在、図  7 に示すように、多くの GAP の取組みが行われている。管理の基
準ややり方はそれぞれであるが、生産者のレベルにあった手法が求められてい
る。  
 
 
図  7 各種の GAP（Good Agricultural Practice) 
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2.4 食料供給コストの削減  
 上記に示したように、生産管理や経営管理の強化を促す一方で、農産物自体
の価格を抑制する動きもある。その一つの例が流通経費の削減にある。  
 2004 年（平成 18 年）6 月に改定された卸売市場法により、商物一致の原則
が緩和された。更には、手数料の自由化も決定された。  
 これにより、市場の再編・合理化が求められるようになる。その結果、卸売
市場の流通品質管理の徹底、IT を利用した商流・物流の効率の促進、市場関係
者の枠を超えた連携が求められると考える。  
 
図  8 卸売市場の改革  
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3 その他の法改正  
2 章に示す政府の方針と前後して、農薬取締法（農林水産省）や食品衛生法
（厚生労働省）の各法律が改定された。  
3.1 農薬取締法の改定  
2002 年（平成 14 年）7 月末以降、一部の業者が、登録のない農薬を輸入、
販売していた事態が発覚、同年末まで 44 都道府県で約 270 の業者が約 4,000
戸の農家に 10 種類の無登録農薬を販売したことが判明している。この結果、
消費者の国産農産物への信頼を著しく損なっただけでなく、農作物の出荷自粛
等の事態を招いた。  
2003（H15）年 3 月 10 日から改正農薬取締法が施行された。主な改正内容
は下記の通りである。  
 （１）無登録農薬の製造及び  
     輸入の禁止  
 （２）輸入代行業者による  
     広告の制限  
 （３）無登録農薬の使用規制  
     の創設  
 （４）農薬の使用基準の設定  
 （５）法律違反の罰則の強化  
ここで特筆する点は、それまで使用者（主に農家、生産者）には、寛大であ
った罰則が強化された点にある。それまでは特に危害が想定される特定農薬の
使用に 3 万円以下の罰金刑が、100 万円以下および懲役刑も想定されている。  
 これをまとめると、図  9 のようになる。  
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その後も省令の形で強化が進められている。  
☆ 2004（H16）年６月２１日省令改正 農薬取締法施行規則を一部改正す
る省令  
・ 有効成分ごとの総使用回数の明確化等  
☆ 2005（H17）年５月２０日省令改正 (6 月 21 日施行 ) 農薬使用基準省令
を一部改正する省令  
・ 指定種苗への農薬表示に伴う総使用回数の明確化等  
 
 
図  9 農薬取締法の改定  
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3.2 ポジティブリスト制度の導入  
 ポジティブリストとは、それまでは、特定の成分が規定以上（ネガティブリ
スト）に含まれなければ流通できた食品の流通を、基準が設定されていない農
薬など（農薬、動物用医薬品、飼料添加物）が一定量以上含まれる加工食品を
含むすべての食品の流通を、原則禁止する制度である。2003 年（平成 15 年 5
月）に改定、公布された食品衛生法の一部で、2006 年（平成 18 年）5 月 29
日から施行された。  
 
 施行日に厚生労働省からの通達によると、残留基準を超える農薬等を検出し
た場合の処置として、「違反となる範囲（ロット）を特定し」・・・販売禁止・
廃棄の処置を行うとともに、・・・「原因追求及び再発防止策を講じる」ことと
添付資料 2-13 
している。  
4 終わりに  
 上記に示したように、消費者の食品の安全に対する関心の高まりに対応する
ために、政府も多くの法改正と自らの取り組む方針を挙げて、安全な食品を安
定的にリーズナブルな価格で提供する取り組みを進めている。  
 また、生産者には、GAP などの取り組みによる生産管理の強化と複式簿記な
どによる経営管理の強化を求めている。また、担い手を明確にした直接支援で
その取組みを支援する方針である。  
 その手段として、「イノベーション・知的財産の力による農業の潜在的な力の
発揮」を上げ、IT を活用した新たな農業生産技術など革新的な技術開発を推進
し、生産性・品質の向上等を加速することを方針としている。  
 また、農薬取締法の罰則強化に見られるように、農家・生産者にも「食に関
わる製品を生産するプロ」としての自覚を求められていると理解できる。  
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添付資料３ 「ねっと ing」構築において考慮したこと及びその後のシス
テムの発展 
1 課題の克服 
 株式会社ジェイラップは、自社の生産管理システムの構築に当たって、最も考
慮した点は、「入力の簡素化」であるという。次の 2 つの方式を採用した。  
① パソコンによる方式  
 パソコンを持つ生産者には自宅で簡単に入力が出来るように、数字以外の
項目は全て項目選択方式とした。また、項目選択方式にすることにより、入
力項目を共通化して、入力のミスを防止するとともに統一化を実現した。  
② タッチパネルによる入力  
 パソコン入力が不慣れな人に対しては、銀行の ATM や駅の券売機のよう
なタッチパネルによる入力方式を開発した。更に音声ガイダンスを付加して
誰にでも入力できるように工夫を加えた。  
 
図  1 タッチパネルによる入力（入力の簡素化）  
タッチパネル 
 
音声ガイダンス
によるナビゲー
ション 
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図  2 入力の簡素化  
          
2 システムの発展  
更に新たな取り組みとして、情報公開やインターネットによる農産物の販売に
取り組んでいる。  
生産者  農業法人  
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2.1 情報公開 
 農業法人へ集積された情報は、出荷までに整理され、ホームページ上で公開さ
れる。消費者には、出荷ラベルにより情報が伝達され、生産情報を見ることがで
きる。  
 
 
 
図  3 情報公開のラベルサンプル  
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図  4 情報公開画面例  
農薬情報も公開し
ている。
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2.2 インターネットによる販売 
 従来から、通信販売などに積極的に取り組んでおり、インターネットの Web
による販売システムを導入した。下記に画面例を示す。  
 
図  5 インターネットによる農産物の販売例  
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図  6 インターネットによるショッピングモールの画面例  
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添付資料４ 農村地域における IT の現状  
 
1. パソコンの普及率  
総務省の資料1によると図  1-1 に示すようにパソコンは、高い普及率を示して
いる。しかし、他の年齢層に比較すると６０歳以上では保有率が 10％ほど低下す
る。また、図  1-2 を見ると、他の地域に比較すると町・村では、パソコンの保有
率が 10％ほど低下する。  
このことから、農業分野においては、極端にパソコンが普及していないとは言
えず、むしろパソコン保有率は高く、十分にパソコンが使える環境にあると言え
る。  
 
 
 
 
                                                
1 総務省情報通信政策局総合政策課情報通信経済室（H20.4.18）平成１９年「通
信利用動向調査」の結果  
年 齢 別 パ ソ コ ン 保 有 率
0 .0
1 0 .0
2 0 .0
3 0 .0
4 0 .0
5 0 .0
6 0 .0
7 0 .0
8 0 .0
9 0 .0
1 0 0 .0
[ 全
　体
 ]
２０
～
２９
歳
３０
～
３９
歳
４０
～
４９
歳
５０
～
５９
歳
６０
歳
以
上
　６
０～
６４
歳
　６
５歳
以
上
　６
５～
６９
歳
　７
０～
７９
歳
　８
０歳
以
上
年 代
保
有
率
（％
）
図  1-1 年齢別パソコンの保有率  
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2. IT インフラ環境  
農村部においては、特にネットワーク環境について、高速のネットワーク環境
の整備が都市部に比較して遅れている。  
図  2-1 にブロードバンド・マップを示す。これを見ると都市部を除いて、ほと
んどの地域で緑（＝ＤＳＬ（Digital Subscriber Line）であることが分かる。日
本の DSL では、ADSL（Asynchronous DSL：非対応 DSL）が主流であるため、下
り（データの参照）は 8～64MBPS（Mega Bit Per second）（1 秒間に 10 万文字
~80 万文字）と比較的高速であるが、上り（データの登録）はその 10 分の１程
度であり、複数の利用者が情報を登録するには非力である。  
地 域 別 パ ソ コ ン 普 及 率
0 .0
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図  1-2 地域別パソコン保有率  
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関東地方
東北地方
図  2-1 関東地方と東北地方のブロードバンド・マップ  
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添付資料５ 地方活性化を支援する IT のシステムの提案 
 
1 概要  
 東京一極集中の弊害や地方産業の疲弊が問題化している。都市部と農漁村の交
流を促進しようという働きかけも始まっている。  
情報を共有し、コミュニケーションを支援するなど IT の持つ特徴を生かして、
地方活性化を支援する IT のシステムの提案を図  1 に示す。 
 
図  1 IT を活用した地方活性化システムの提案  
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2 新しいポータルサイトの構築 
本システムは「食を中心としたポータルサイトの構築」であるが、システム維
持費には都会に住む地域出身者が「社会に貢献」していくという発想の元、「生産
者から安全な食品の供給とともに積極的に情報を公開し、消費者と生産者の相互
理解を求める」という趣旨に、都会に住む地域出身者が賛同してサポートクラブ
の会員になってもらい、商品の購入や会費により補助金に頼らない自立した取り
組みをしていこうという提案である。  
観光情報、地産地消、商品販売支援、地域情報提供、健康をテーマにすること
で、行政・国との連携、生産者からのブログ発信、食のアドバイスからレシピ検
索へ、さらに生産者に繋がることを目指すものである。  
「食を中心としたポータルサイト」は「健康増進、食、複合ポータルビジネス
を展開」を目的とし、  
◆新サービス：診断から食事の提供まで  
◆科学的に・おいしく・楽しく健康になる  
◆食の生産者・医療機関・コンビニ・食品業者の連携  
◆観光客への情報提供  
のコンセプトに従い、「健康情報データベース」「食材データベース」「産地情報デ
ータベース」「観光情報データベース」を整備し、「問診システム」「検索システム」
「注文システム」「評価システム」を構築する。  
「食を中心としたポータルサイト」は単純な「生産者⇔消費者」ではなく、各
主体が有機的に結びついたコミュニケーションを構築するとともにメタボリック
症候群撲滅など地域住民へのサービスと観光客を中心とした外部住民へのサービ
スを結び付けて新しいビジネス連携を構築する。  
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「食を中心としてポータルサイト」は、大きく５つのサブシステムと連携を行
っている。  
① 生産者の生産履歴  
安全・安心な食材の提供を保証するために農家が正確な生産記録を行い、
情報公開を行うシステムであり、本ポータルサイトの公開情報との共有を図
る。  
②  消費者への情報公開  
農産物に塗布された出荷ラベルから、農産物の生産情報を公開する。どこ
で誰がどのようにして栽培したかを公開することにより、地域への関心を高
め、生産者と消費者の相互の理解を深める。これにより、地産地消・食育・
地域理解に役立てることができる。  
また、食を通して、健康の話やその地方の歴史・民話など地域の生涯学習
も企画する。  
③ 健康づくりサポート  
医療機関のネットワークと連携し、健康情報データベース、健康づくりプ
ログラム等を利用して、健康造りプログラムを提供する。これらの情報を「健
康情報」として共有化を図る。  
④ 情報提供・情報共有機能  
料理教室や講演会などの各種イベントの情報、人材・団体情報を地域住民
に広く公開するとともに情報公開の広場（電子会議、ブログなど）を提供す
る。  
⑤ 観光情報システム  
地域外の人に観光情報を提供することにより、人の交流を図り、訪問客の
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増加を促す。  
⑥ 直販店による販売、インターネット販売  
直販店の運営をサポートする。地域の特産物などを販売した代金の一部を
システムの運営に利用する。  
その地方出身者や直販店で購入した方やお土産で頂いた方が、遠方からで
も購入できるようにネットで農産物・加工品を販売する。これら商品は情報
公開され、安全に配慮していることで信頼を得ることが必要である。  
3 継続的な運用の取り組み  
有効なポータルサイトを支え、自主的に運営していくために 2 つの柱とそれを
支える土台が必要である。このイメージを図  2 示す。   
① 情報サービスの仕組み  
常に新しい地域の情報を提供するためには、定期的且つ自主的に情報を更新
していくことが求められる。地域の情報源を組織化して、自らが情報を更新し
ていく仕組みを構築する。学校での取り組みも 1 つの案であろう。  
② ネット販売システム  
地域の特産物を販売することにより、販売収益の一部をシステム運営に活用
する。  
③ サポートクラブの仕組み  
都会に住む地域出身者や、本趣旨に賛同頂ける方を募り、会費を徴収しシス
テムの運用に活用する。会員には各種の特典を用意。ふるさと納税の制度を活
用することも有効であると考える。  
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図  2 継続的な運用イメージ  
 
 上記の土台となる「サポートクラブ」を中心に、大学 /NPO などの専門機関や
行政との連携を行い、本ポータルサイトを運営していくことが求められる。（図  3
参照）  
 また、サポートクラブとは別にシステムを運用していく為の組織作りが求めら
れる。当初は、協議会レベルの任意団体で発足するが、法人化を行い、地域の雇
用にも貢献できる組織とする。（図  4 参照）
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図  3 サポートクラブの概要
 
図  4 システム運営の概要  
